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令和 3年度  一般会計 予算内示 事業別概要書（当初）
4. 衛生費 12.新生児聴覚検査事業

1. 保健衛生費

2. 保健衛生費 健康増進課

（佐倉市）　　

第１章
ともに支え合い誰もがいきいきと暮らせるまち（福 12,680

祉・健康・子育て） 令和 3年度 3,170

臨時 単独 計画 0 0 0 基本施策２
子育て支援 令和 4年度 3,170

令和 5年度 3,170

施策１
相談・交流の場を充実し、妊娠・出産・育児期に係 令和 6年度 3,170

る切れ目のない支援を行います 令和 7年度 0

0

2,969 2,969

◆新生児聴覚検査の費用助成を行います。 ◆先天性の聴覚障害は1,000人に対し1～2人いるとされ ◆すべての新生児が新生児聴覚検査を受けることができ

ており、早期に発見され適切な支援を行われた場合には、音声言語発達 、聴覚異常があった児は早期に必要な治療や療育につながることができ

等の影響が最小限に抑えられることから、すべての新生児を対象として ます。

新生児聴覚検査を実施することが重要ですが、検査費用がかかり検査を

受けていない新生児がいることが現状です。検査費用の公費助成するこ

とで、検査の実施率を上げ、先天性の聴覚障害の早期発見・早期療育を

図ることを目的とします。

11 119 0 119

12 2,700 0 2,700

19 150 0 150

差引一般財源 0 2,969 0 2,969


